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アジア経済成長率 6.0%へ
インド経済が全体をけん引

 アジア開発銀行は、アジア太平洋地域の2018年の経済成長率が6.0％になるとの見通しを発表した。
 中国経済の鈍化は継続するも、インド経済が堅調に推移するとの見通しから上方修正。
 堅調な輸出を上方修正の理由とする一方、米保護主義とそれへの報復措置を今後のリスクとして警戒。

（審査確認番号2018 ‒ TB27）

図表1：アジア新興国は堅調に推移
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出所）図表1、2はアジア開発銀行のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

図表2： 中国経済は鈍化するもインド経済が堅調

※中国およびインドの経済成長率予測推移
※2018、2019年はアジア開発銀行の予測値

アジア開発銀行（ADB）は4月11日、日本やオーストラリアなどを除くアジア太平洋地域の
2018年の経済成長率について、6.0％になるとの見通しを発表しました。中国経済の鈍化は継続する
ものの、インド経済が堅調に推移するとの見通しから、従来の見通しから0.2ポイント引き上げました
（図表1）。
 中国は、2017年の6.9％から2018年に6.6％、2019年に6.4％へ鈍化すると予想。しかし、国内外
の高い需要と改革により安定経済に向けた基盤が構築されていることから、今後も経済成長が期待
される。

 インド経済については、2017年に成長率が6.6％に鈍化したものの、2018年は7.3％に回復し、
2019年には7.6％に加速すると予想。2019年は高額紙幣の廃止による影響が消え、物品サービス
税（ＧＳＴ）の完全実施による急成長が期待される。

 東南アジアでは、引き続き世界的な貿易拡大と商品価格の回復を追い風に、2018年と2019年とも
に5.2％を保つとみられる。輸出と国内需要の拡大が成長を下支えする見込み。

 南アジアはインドの景気回復により、引き続きアジア太平洋地域で最も高い成長率を維持する見込
み。2018年成長率が7.0％、2019年が7.2％と予想され、世界的にも速い経済成長が続く。
ＡＤＢは「アジア途上国の経済は、堅実な政策と輸出の拡大、揺るぎない内需により現在の成長率を
維持する」とし、堅調な輸出を上方修正の理由に挙げる一方で、米国の保護主義的政策やそれへの報
復措置が貿易へのリスクになると警告しています。
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※アジア地域の経済成長率予測推移
※2018、2019年はアジア開発銀行の予測値
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